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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

回次
第17期
第２四半期
累計期間

第18期
第２四半期
累計期間

第17期

会計期間
自　平成23年３月１日
至　平成23年８月31日

自　平成24年３月１日
至　平成24年８月31日

自　平成23年３月１日
至　平成24年２月29日

売上高 （千円） 3,299,649 3,759,822 7,205,498

経常利益 （千円） 216,333 276,798 594,750

四半期（当期）純利益 （千円） 91,617 154,360 295,544

持分法を適用した

場合の投資利益
（千円） － － －

資本金 （千円） 360,193 363,893 361,343

発行済株式総数 （株） 2,721,800 2,751,400 2,731,000

純資産額 （千円） 1,515,938 1,840,641 1,722,166

総資産額 （千円） 2,940,278 3,258,851 3,281,613

１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） 33.66 56.36 108.58

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益
（円） 33.15 55.51 106.87

１株当たり配当額 （円） － － 15

自己資本比率 （％） 51.6 56.5 52.5

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 149,259 7,828 500,409

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △93,337 △147,600 △164,990

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 11,983 △98,624 △32,447

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
（千円） 553,438 550,107 788,504

　

回次
第17期
第２四半期
会計期間

第18期
第２四半期
会計期間

会計期間
自　平成23年６月１日
至　平成23年８月31日

自　平成24年６月１日
至　平成24年８月31日

１株当たり四半期純利益 （円） 7.84 7.21

（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

　

２【事業の内容】

　当第２四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(１）業績の状況

　当第２四半期累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災の復興需要等を背景に緩やかな回復傾向にあります

が、欧州債務問題に端を発した海外景気の減速や円高の長期化など景気の下振れ要因もあり、依然として先行き不

透明な状況にあります。個人消費につきましても、所得の伸び悩みや増税への懸念から、依然として厳しい環境にあ

ります。

当社は、このような経営環境の中、継続的な年間２桁出店という目標の実現に向け、既存店の収益力強化を図りつ

つ、総合リユース業態と服飾専門リユース業態の新規出店を進めてまいりました。

当第２四半期累計期間の全社売上高は、前年同期比13.9％増となりました。既存店（平成23年2月期末までに出店

した店舗、以下同じ）の売上高は、前年３月に東日本大震災の影響による売上減少があったこともあり、前年同期比

4.6％増となりました。商品カテゴリー別の売上高では、引き続き衣料・服飾雑貨が好調に推移し、前年同期比

34.3％増と最も大きな伸びとなりました。 

　仕入面においては、当期商品仕入高は全社で前年同期比12.5％増となりました。一般顧客からの仕入である一般買

取は全社で前年同期比20.1％増、既存店でも前年同期比10.9％増となり、好調に推移しました。 

　買取・販売促進においては、ネット媒体を有効に活用した広告や当社オリジナルポイント「トレポ」を活用した

施策により、新規顧客及びリピート顧客の増加に取組みました。

出店政策においては、総合リユース業態の「トレジャーファクトリー」は、FC店を福島県いわき市に１店、直営店

を神奈川県大和市に１店出店しました。また、服飾専門リユース業態の「トレジャーファクトリースタイル」（直

営）を千葉県八千代市、東京都調布市、東京都世田谷区に１店ずつ計３店出店しました。その結果、平成24年８月末

現在では、直営店が「トレジャーファクトリー」43店、「トレジャーファクトリースタイル」16店の計59店、ＦＣ店

が「トレジャーファクトリー」４店となり、合計店舗数63店体制となりました。 

　利益面では、全社の売上総利益率が66.8％と前年同期に比べ1.4％上昇し、既存店の売上総利益率は66.6％と前年

同期に比べ0.6％上昇しました。売上総利益率の改善に加え、返品調整引当金戻入額などの影響により、差引売上総

利益率は前年同期比1.9％上昇し、66.7％となりました。

　販売費及び一般管理費につきましては、前年同期の費用抑制の反動による水道光熱費等の増加や新規出店による

出店費用の増加から、販売費及び一般管理費比率が前年同期比0.6％上昇し、59.5％となりました。この結果、営業利

益率は前年同期に比べ1.3％上昇し、7.2％となり、経常利益率は前年同期に比べ0.8％上昇し、7.4％となりました。

　これらの結果、当第２四半期累計期間の業績につきましては、売上高3,759,822千円（前年同期比13.9％増）、営業

利益271,540千円（前年同期比38.9％増）、経常利益276,798千円（前年同期比27.9％増）、四半期純利益154,360千

円（前年同期比68.5％増）となりました。

　

(２）財政状態の分析

　当第２四半期会計期間末における資産合計は、商品が118,595千円増加したこと、現金及び預金が238,396千円減少

したこと等により、前事業年度末と比較して22,761千円減少し、3,258,851千円となりました。

　当第２四半期会計期間末における負債合計は、未払法人税等が84,427千円減少したこと、長期借入金が63,044千円

減少したこと等により、前事業年度末と比較して141,236千円減少し、1,418,210千円となりました。

　当第２四半期会計期間末における純資産合計は、四半期純利益を154,360千円計上したこと等により、前事業年度

末と比較して118,475千円増加し、1,840,641千円となりました。
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(３）キャッシュ・フローの分析

　当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、前事業年度末に比べ238,396千円減少し、550,107

千円となりました。

　また当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

　当第２四半期累計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは7,828千円の収入（前年同四半期は149,259千円の

収入）となりました。これは主に税引前四半期純利益276,563千円、減価償却費67,990千円があった一方で、法人税

等の支払額204,874千円、たな卸資産の増加額120,331千円があったことによるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

　当第２四半期累計期間の投資活動によるキャッシュ・フローは147,600千円の支出（前年同四半期は93,337千円

の支出）となりました。これは主に店舗新設に伴う有形固定資産の取得による支出73,347千円、敷金及び保証金の

差入による支出64,720千円があったことによるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

　当第２四半期累計期間の財務活動によるキャッシュ・フローは98,624千円の支出（前年同四半期は11,983千円の

収入）となりました。これは主に長期借入金の返済による支出81,347千円があったことによるものであります。

　

　　

(４）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

(５）研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 7,040,000

計 7,040,000

　

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成24年８月31日）

提出日現在発行数
（株）

（平成24年10月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 2,751,400 2,751,400
東京証券取引所

（マザーズ）

単元株式数

100株

計 2,751,400 2,751,400 － －

（注）　　提出日現在の発行数に平成24年10月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は、含まれておりません。　

　

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。　

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
　

（千円）

資本金残高
　

（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成24年６月１日～

平成24年８月31日

（注）　

20,4002,751,4002,550 363,893 2,550 298,893

　　（注）　新株予約権の行使による増加であります。
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（６）【大株主の状況】

　 平成24年８月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

野坂　英吾 東京都文京区 1,401,000 50.91

野坂　淳 東京都足立区 118,400 4.30

トレジャー・ファクトリー従業員

持株会

東京都足立区梅島３丁目32－６

株式会社トレジャー・ファクトリー内
108,100 3.92

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２－10 43,400 1.57

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木１丁目６－１ 37,700 1.37

カブドットコム証券株式会社 千代田区大手町１丁目３番２号 33,800 1.22

野坂　直香 東京都文京区 33,600 1.22

金子　秀世 神奈川県横浜市青葉区 29,200 1.06

株式会社サイバーエージェント 東京都渋谷区道玄坂１丁目12－１ 22,000 0.79

株式会社野心満々
中央区日本橋２丁目16-13　ランディック日本橋

ビル１Ｆ
20,000 0.72

ＵＢＳ ＡＧ ＬＯＮＤＯＮ Ａ／

Ｃ ＩＰＢ ＳＥＧＲＥＧＡＴＥＤ

ＣＬＩＥＮＴ ＡＣＣＯＵＮＴ

（常任代理人　シティバンク銀行

株式会社）

ＢＡＨＮＨＯＦＳＴＲＡＳＳＥ ４５， ８００

１ ＺＵＲＩＣＨ， ＳＷＩＴＺＥＲＬＡＮＤ

（品川区東品川２丁目３番１４号）

20,000 0.72

計 － 1,867,200 67.86
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成24年８月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 2,750,600 27,506 －

単元未満株式 普通株式 800 － 　　　　　　　 －

発行済株式総数 2,751,400 － －

総株主の議決権 － 27,506 －

　　（注）　「単元未満株式」の欄には、自己株式が22株含まれております。

　

②【自己株式等】

　 平成24年８月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

　

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。　
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第４【経理の状況】

１　四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間（平成24年６月１日から平成24年

８月31日まで）及び第２四半期累計期間（平成24年３月１日から平成24年８月31日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

　

３　四半期連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

前事業年度
(平成24年２月29日)

当第２四半期会計期間
(平成24年８月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 801,910 563,513

売掛金 70,315 57,294

商品 818,698 937,293

その他 212,599 206,704

貸倒引当金 △721 －

流動資産合計 1,902,803 1,764,806

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 501,744 538,131

土地 141,555 141,555

その他（純額） 138,447 150,423

有形固定資産合計 781,747 830,110

無形固定資産 19,520 16,809

投資その他の資産

敷金及び保証金 477,629 536,990

その他 99,913 110,134

投資その他の資産合計 577,542 647,124

固定資産合計 1,378,810 1,494,044

資産合計 3,281,613 3,258,851

負債の部

流動負債

買掛金 15,771 12,113

短期借入金 281,000 300,200

1年内返済予定の長期借入金 148,901 130,598

未払法人税等 218,976 134,549

賞与引当金 101,014 103,936

返品調整引当金 14,653 17,255

ポイント引当金 26,502 28,213

その他 346,332 331,957

流動負債合計 1,153,153 1,058,825

固定負債

長期借入金 242,624 179,580

リース債務 2,086 1,253

資産除去債務 161,583 178,551

固定負債合計 406,294 359,384

負債合計 1,559,447 1,418,210
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（単位：千円）

前事業年度
(平成24年２月29日)

当第２四半期会計期間
(平成24年８月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 361,343 363,893

資本剰余金 296,343 298,893

利益剰余金 1,064,478 1,177,873

自己株式 － △20

株主資本合計 1,722,166 1,840,641

純資産合計 1,722,166 1,840,641

負債純資産合計 3,281,613 3,258,851
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(2)【四半期損益計算書】
【第２四半期累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自　平成23年３月１日
　至　平成23年８月31日)

当第２四半期累計期間
(自　平成24年３月１日
　至　平成24年８月31日)

売上高 3,299,649 3,759,822

売上原価 1,140,047 1,248,119

売上総利益 2,159,602 2,511,702

返品調整引当金戻入額 － 14,653

返品調整引当金繰入額 20,558 17,255

差引売上総利益 2,139,043 2,509,101

販売費及び一般管理費 ※
 1,943,549

※
 2,237,560

営業利益 195,494 271,540

営業外収益

受取利息 61 77

自販機収入 5,701 6,012

助成金収入 17,235 －

その他 2,423 2,714

営業外収益合計 25,422 8,804

営業外費用

支払利息 4,384 3,520

その他 198 26

営業外費用合計 4,583 3,546

経常利益 216,333 276,798

特別損失

固定資産除却損 － 235

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 39,595 －

特別損失合計 39,595 235

税引前四半期純利益 176,738 276,563

法人税、住民税及び事業税 113,100 121,469

法人税等調整額 △27,978 734

法人税等合計 85,121 122,203

四半期純利益 91,617 154,360
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自　平成23年３月１日
　至　平成23年８月31日)

当第２四半期累計期間
(自　平成24年３月１日
　至　平成24年８月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 176,738 276,563

減価償却費 64,893 67,990

のれん償却額 771 771

賞与引当金の増減額（△は減少） 10,660 2,922

貸倒引当金の増減額（△は減少） △24 △721

株主優待引当金の増減額（△は減少） △3,720 △3,648

ポイント引当金の増減額（△は減少） 2,354 1,711

返品調整引当金の増減額（△は減少） 20,558 2,601

受取利息及び受取配当金 △61 △77

支払利息 4,384 3,520

固定資産除却損 － 235

賃貸資産の取得による支出 △2,708 △6,686

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 39,595 －

売上債権の増減額（△は増加） 673 13,020

たな卸資産の増減額（△は増加） △75,948 △120,331

仕入債務の増減額（△は減少） 1,053 △3,658

未払金の増減額（△は減少） △11,088 △29,996

その他 27,948 11,704

小計 256,082 215,924

利息及び配当金の受取額 62 77

利息の支払額 △4,186 △3,299

法人税等の支払額 △102,698 △204,874

営業活動によるキャッシュ・フロー 149,259 7,828

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △55,774 △73,347

無形固定資産の取得による支出 △252 －

敷金及び保証金の差入による支出 △29,501 △64,720

敷金及び保証金の回収による収入 22 819

長期前払費用の取得による支出 △7,830 △10,352

投資活動によるキャッシュ・フロー △93,337 △147,600

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 36,800 19,200

長期借入れによる収入 100,000 －

長期借入金の返済による支出 △97,187 △81,347

株式の発行による収入 － 5,100

自己株式の取得による支出 － △20

配当金の支払額 △26,796 △40,724

その他 △833 △833

財務活動によるキャッシュ・フロー 11,983 △98,624

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 67,906 △238,396

現金及び現金同等物の期首残高 485,532 788,504

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 553,438

※
 550,107
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【追加情報】

当第２四半期累計期間
（自　平成24年３月１日
至　平成24年８月31日）

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）　

　第１四半期会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正に

関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。

　

【注記事項】

（四半期損益計算書関係）

前第２四半期累計期間
（自　平成23年３月１日
至　平成23年８月31日）

当第２四半期累計期間
（自　平成24年３月１日
至　平成24年８月31日）

※販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次の

とおりであります。

※販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次の

とおりであります。

給与手当 756,549千円

賞与引当金繰入額 90,882千円

賃借料 447,924千円

給与手当 849,774千円

賞与引当金繰入額 103,075千円

賃借料 511,569千円

　

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期累計期間
（自　平成23年３月１日
至　平成23年８月31日）

当第２四半期累計期間
（自　平成24年３月１日
至　平成24年８月31日）

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

（平成23年８月31日現在）

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

（平成24年８月31日現在）

現金及び預金勘定 566,844千円

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 △13,406千円

現金及び現金同等物 553,438千円

現金及び預金勘定 563,513千円

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 △13,406千円

現金及び現金同等物 550,107千円

　

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期累計期間（自　平成23年３月１日　至　平成23年８月31日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年５月26日

定時株主総会
普通株式 27,218 10平成23年２月28日平成23年５月27日利益剰余金

　　

Ⅱ　当第２四半期累計期間（自　平成24年３月１日　至　平成24年８月31日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年５月30日

定時株主総会
普通株式 40,965 15平成24年２月29日平成24年５月31日利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　当社はリユース事業を主要な事業としており、他の事業セグメントの重要性が乏しいため、記載を省略しており

ます。

　

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

　
前第２四半期累計期間
（自　平成23年３月１日
至　平成23年８月31日）

当第２四半期累計期間
（自　平成24年３月１日
至　平成24年８月31日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 33円66銭 56円36銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 91,617 154,360

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 91,617 154,360

普通株式の期中平均株式数（株） 2,721,800 2,738,602

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 33円15銭 55円51銭

（算定上の基礎） 　  

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 41,618 42,349

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四

半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前事業

年度末から重要な変動があったものの概要

　 －　  －

　

　

（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。

　

　

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

　

平成24年10月12日

株式会社トレジャー・ファクトリー

取締役会　御中

　

有限責任 あずさ監査法人
　

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 筆　　野　　　　　力　　印

　

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 坂　　井　　知　　倫　　印

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株
式会社トレジャー・ファクトリーの平成24年3月1日から平成25年2月28日までの第18期事業年度の第2四
半期会計期間（平成24年6月1日から平成24年8月31日まで）及び第2四半期累計期間（平成24年3月1日か
ら平成24年8月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半
期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四
半期財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない
四半期財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用するこ
とが含まれる。
　
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して
実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国
において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて
限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社トレジャー・ファクトリーの平成24
年8月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第2四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・
フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ
た。
　
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。
　

以　上
　

（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告
書提出会社)が別途保管しております。
２　四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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